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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯

(１) エル・サルヴァドル国（人口：約560万人(1997年)、総面積：2.1万平方キロメートル)

（以下「エ」国）は、1979年以来内戦状態にあったが、1992年の和平合意署名以来、和

平プロセスが順調に履行され、経済も順調に成長している。調査対象地域のサン・サル

ヴァドル首都圏（Area Metropolitana de San Salvador：AMSS）地域（人口：約320

万人(1992年)、面積：約1,500平方キロメートル)、は、同国人口の約60％が集中する重

要地域である。

(２) 「エル・サルヴァドル経済社会開発計画（1994～1999年)」のなかでは、居住環境改善

の推進が提唱されている。また、環境全般に係るマスタープラン（M/P）である「国家環

境改善計画（1994年８月発表)」のなかでも、AMSSの都市環境問題の緊急度が述べられて

いる。

(３) AMSSの廃棄物管理については、1995年に、CIDA（カナダ国際開発庁）の資金により、

M/Pに相当する計画が策定されたが、文献等よりの引用データのみに基づく内容で、目標

年次の設定もないなどM/Pとしては不十分な内容である。また、1998年にPAHO（米州保健

機構）が作成したセクター分析があるが、概念的内容にとどまっており、具体的計画等

は含まれない。

(４) 上述（３）のCIDA資金にて策定された計画を受け、現在、MIDES社（カナダの民間企業

CINTEC社の現地子会社）によるプロジェクトが進行中で、新規最終処分場の一部を供用

開始し、1999年内に中継基地の建設が着工予定であるものの、収集事業や、最終処分／

中継事業の管理・監督体制等が欠けており、これらにつき全体計画の策定から行う必要

がある。

(５) ｢エ」国は、1997年に日本に対し、エル・サルヴァドル市町村開発局（ISDEM）を受入

機関とし、中部地域の中小都市を対象とする廃棄物計画の策定を要請してきた。これを

受け、JICAは、1999年４月に予備調査団を派遣し「エ」国側と協議した結果、上述の背

景等を踏まえ、AMSSにおける廃棄物の広域管理に係る開発調査の実施を、首都圏計画局

（OPAMSS）を受入機関として実施することで合意した。また、1999年６月に、事前調査

団を派遣し、受入機関に外務省を加えることや本格調査の内容につき合意し、同９月10
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日に実施細則（S/W）を署名、交換を了した。

１－２　事前調査の目的１－２　事前調査の目的１－２　事前調査の目的１－２　事前調査の目的１－２　事前調査の目的

　予備／事前調査の目的は以下のとおり。

①先方政府の実施体制、受入機関、要請背景等の確認。

②既存資料及び現地踏査から、廃棄物管理の問題点を抽出し、我が国の協力の方針・方法の

検討を行う。

③米州開発銀行との調整を行う。

④本格調査の実施方針及び仕様（範囲・精度等）の確認。

⑤開発調査のスキームについて、先方の理解を得る。

⑥協議の結果をS/W、協議議事録（M/M）に取りまとめ、署名・交換を行う。

１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成

(１) 予備調査団の構成

 団員氏名 担当業務 　　　　　所　　　　　属 　派遣期間

宮本　秀夫 総括 国際協力事業団社会開発調査部第二課長 ４／10～４／22

皆川　佳代 調査企画 国際協力事業団社会開発調査部第二課 ４／８～４／22

今川　敏夫 廃棄物管理行政 名古屋市役所環境事業局企画調整主幹 ４／８～４／22

小嶋　　岳 廃棄物管理組織・ （株）エックス都市研究所 ４／８～４／22

制度

阿部　洋輔 収集・運搬／ （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ４／８～４／22

中継基地／最終処分

吉川　敦子 通訳（西語） （財）日本国際協力センター（JICE） ４／８～４／22

(２) 事前調査団の構成

 団員氏名 担当業務 　　　　　所　　　　　属 　派遣期間

桜田　幸久 総括 国際協力事業団社会開発調査部部長 ６／21～７／２

皆川　佳代 調査企画 国際協力事業団社会開発調査部第二課 ６／21～７／２

小嶋　　岳 廃棄物管理計画 （株）エックス都市研究所 ６／21～７／５

吉川　敦子 通訳（西語） （財）日本国際協力センター（JICE） ６／21～７／５
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１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

(１) 予備調査の日程

日順 月日 曜日 　　　　　　　　　　　行　　　　　　　程 宿泊地

1 4/8 木 成田(11:00)→ﾆｭｰﾖｰｸ(10:30)(NH010)（皆川、今川、小嶋、阿部、吉川） ﾆｭｰﾖｰｸ

2 9 金 ﾆｭｰﾖｰｸ(9:35)→ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ(12:45)(TA571)、
JICAｴﾙ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ駐在員事務所との打合せ、現地踏査打合せ

ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ

3 10 土 現地踏査、CINTEC社とMIDES社現場スタッフへのヒアリング 〃

4 11 日 現地踏査、団内打合せ
ﾆｭｰﾖｰｸ(9:35)→ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ(12:45)(TA571)（宮本団長）

〃

5 12 月 日本大使館表敬
OPAMSS、ISDEM 表敬及び協議

〃

6 13 火 OPAMSS、SS市との協議、米州開発銀行との打合せ、MIDES社へのヒアリング 〃

7 14 水 OPAMSS、SS市との協議及びクエスチョネア回答ヒアリング 〃

8 15 木 COAMSS会議にて14市市長と協議、10市清掃局局長へ本件調査概要説明と質
問への回答依頼、外務省表敬、環境省より資料・データ収集、保健省より
資料・データ収集、OPAMSS、SS市との協議及びクエスチョネア回答ヒアリ

〃

ング

9 16 金 OPAMSS、SS市とのM/M協議及びクエスチョネア回答ヒアリング
OPAMSS保有データの確認、資料・データ収集

〃

10 17 土 現地踏査、M/M西語版の確認と修正 〃

11 18 日 現地踏査、M/M西語版の確認と修正 〃

12 19 月 M/M署名、日本大使館報告、JICA駐在員事務所報告 〃

13 20 火 ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ(8:50)→ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ(15:58)(UA864) ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ

14 21 水 ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ(11:30)→(NH007) 機中

15 22 木 →成田(14:10)(NH007)
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(２) 事前調査の日程

日順 月日 曜日 　　 　　　　官団員　　　　　　　　 　役務提供団員（含通訳団員） 宿泊地

1 6/20 日 成田(11:35)→ﾜｼﾝﾄﾝ(10:55)(NH002)（皆川） ﾜｼﾝﾄﾝ(皆川)

2 21 月 米州開発銀行との協議、ﾜｼﾝﾄﾝ(19:30)→ﾆｭｰﾖｰｸ(20:50)(AA4971)（皆川）
東京(11:00)→ﾆｭｰﾖｰｸ(10:30)(NH010)（桜田、小嶋、吉川）

ﾆｭｰﾖｰｸ

3 22 火 ﾆｭｰﾖｰｸ(9:35)→ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ(12:45)(TA571)、
JICAｴﾙ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ駐在員事務所との打合せ、現地踏査打合せ

ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ

4 23 水 日本大使館表敬、OPAMSS表敬、外務省表敬、S/W協議 〃

5 24 木 環境天然資源省表敬、S/W、M/M協議 〃

6 25 金 現地踏査（病院、Soyapango） 〃

7 26 土 現地踏査（中継基地の予定地、最終処分場） 〃

8 27 日 団内打合せ 〃

9 28 月 M/M協議 資料・データ収集 〃

10 29 火 M/M署名、大使館報告、JICA事務所報告 〃

11 30 水 ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ(9:00)→ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ 資料・データ収集
〃 (13:05)(UA864)（桜田、皆川） (ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ)

12 7/1 木 ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ (13:15)→(NH005) 資料・データ収集 〃(機中)

13 2 金 →成田(16:25)(NH005) 資料・データ収集 〃

14 3 土 ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ(9:00)→
ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ (13:05)(UA864) ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ
（小嶋、吉川）

15 4 日 ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ (13:15)→(NH005) 機中

16 5 月 →成田(16:25)(NH005)



－5－

１－５　予備調査及び１－５　予備調査及び１－５　予備調査及び１－５　予備調査及び１－５　予備調査及びS/WS/WS/WS/WS/W協議の結果概要協議の結果概要協議の結果概要協議の結果概要協議の結果概要

(１) 予備調査の結果概要

　予備調査団は、４月９日より「エ」国内における現地調査を開始し、先方との協議の

結果、当初要請内容を大幅に変更すること、すなわち、調査対象地域を「中部地域の74

市町村」から「AMSS」に変更すること、及び調査実施機関を「ISDEM」から「OPAMSS」に

変更することにつき合意した。その結果を受けて、引き続き、外務省、OPAMSS、サン・

サルヴァドル市をはじめとするCOAMSSに属する14市の関係者より情報を収集し、本件本

格調査（以下、本格調査）実施に向けての基本となる重要な確認事項につき協議を行っ

た。あわせて、新規及び使用中の最終処分場等について現地踏査を実施し調査対象地域

の現況把握を行った。

　本件調査団受入れに対し「エ」国側は、協議や踏査に大変積極的に協力した。

　また、OPAMSSは、関係者の調整を積極的に行い、本格調査においても実施機関として

調整機能を十分に果たし得ると推測される。さらに、OPAMSSは、廃棄物管理部門を新設

する予定で、内部に技術移転の対象となる技術者もいる。しかし、人数、経験ともに不

足していることから、本格調査においては、調査対象14市の技術者もカウンターパート

（C/P）として技術移転を行う必要がある。このなかで、サン・サルヴァドル市清掃局長

は、首都圏の廃棄物管理の問題点や今後の方向についてよく理解しており、本格調査の

C/Pの中心的メンバーになることが予想される。なお、これら関係者は廃棄物管理に係る

技術移転に大きな期待を寄せている。

　廃棄物管理に係る現況把握については、収集・運搬と最終処分の現況、MIDESプロジェ

クト、関連法規、関連プロジェクトに係る情報の収集と分析、及び現地踏査を実施し、

新たに広域廃棄物管理計画を策定する必要性があることを確認した。また、調査対象地

域については、COAMSSに属する14市とすることで合意した。

　これらの作業は順調に進捗し、４月19日に、COAMSS議長兼サン・サルヴァドル市長の

Hector Ricardo Silva Alguello氏、OPAMSS局長Mario Lungo氏、及び宮本秀夫予備調

査団長の３者間で、M/Mに署名を了した。

(２) 事前調査の結果概要

　事前調査団は、６月21日にワシントンで米州開発銀行（Inter-American Development

Bank以下、IDB）との協議を行い、翌６月22日より「エ」国内における現地調査を開始

し、環境天然資源省、厚生省、外務省、OPAMSS、サン・サルヴァドル市の関係者より情

報を収集し、本格調査の実施方針、仕様を決めるための協議を行った。あわせて、病院

における医療廃棄物の管理状況、Soyapango市における廃棄物管理状況、中継基地の建設
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予定地、新規の最終処分場等について現地踏査を実施し現況把握を行った。

　事前調査団受入れに対する「エ」国側の積極的な協力があったが、環境天然資源省と

外務省法務局との調整に時間が必要とのことで、桜田幸久事前調査団長が署名済みの

S/W、M/M書類を残し、後日「エ」国側で署名しJICA駐在員事務所経由で送付することで

合意した。なお、｢エ」国側署名者は、M/Mについては環境天然資源省のAna Marria

Majano氏、首都圏市長会議（COAMSS）議長兼サン・サルヴァドル市長のHector Ricardo

Silva Alguello氏、OPAMSS局長Mario Lungo氏、S/Wについてはこれに外務省筆頭次官

のHéctorR.Gonzalez urrutia氏を加えた４者とすることで合意した（※その後の署名に

至るまでの経緯については、１－７参照のこと)。

１－６　予備調査及び事前調査の協議結果１－６　予備調査及び事前調査の協議結果１－６　予備調査及び事前調査の協議結果１－６　予備調査及び事前調査の協議結果１－６　予備調査及び事前調査の協議結果

１－６－１　実施機関の変更

　本件に係る要請は、もともと「エ」国ISDEMから提出されていたが、下記の事項を踏まえ、

予備調査団と「エ」国側は、OPAMSSが実施機関及び調整機関としての役割を果たすことを確認

した。あわせて、本格調査が、OPAMSSの環境部及び首都圏14市の清掃局職員から構成される

C/Pとの共同作業で行われることを説明して理解を得、その旨M/M１.に残した。

　さらに、事前調査の時点において、S/Wと口上書の国会承認が問題なく行われるために、環

境天然資源省を、調整機関という位置づけにし、OPAMSSを実施機関とした。なお、環境天然資

源省は、本件調査に非常に積極的にかかわる姿勢を示し、調整機関という位置づけではあるも

のの、廃棄物管理に係る法規の作成を現在実施中であることもあり、C/Pのメンバーとしての

参加を申し出た。また、事前調査の時点において、医療廃棄物を調査対象に加えたことに伴

い、厚生省の医療廃棄物の担当者より、C/Pメンバーとしての参加を得ることとした。

(１) OPAMSSについて

　次に基づき、実施機関は、OPAMSSが妥当と判断した。

・調査対象地域がCOAMSSに属する14市となったこと。

・OPAMSSがCOAMSSに属する市に対し、本格調査を実施するに十分な指導力及び調整

能力を持ち得ていること。

・OPAMSSは、もともと土地利用に係る許認可を主に所掌してきた機関であり、廃棄

物管理を担当する部署はなかった。しかしながら、現在の局長就任以来、環境管理

部門に力を入れてきており、廃棄物管理に係る部署を新設する予定で、同分野に係

る技術移転に大きな期待を寄せていること。

・OPAMSSは、今後、調査研究機能を充実させていく方針であること。

・OPAMSSの組織内部にも、技術移転の対象となる技術者が存在すること。
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・OPAMSSが本件調査受入れについて積極的に対応したこと。

(２) ISDEMについて

　以下に基づき、ISDEMは、本件調査実施機関とはなり得ないことを確認した。

ISDEMは、1986年制定の市町村法に基づき、独立機関として1987年３月設立。全国262市

町村に対し、要請に基づいて事業計画策定、財務、法律事務、環境行政等の技術支援を

行うことが目的。

　ISDEMは、実態的には技術レベルの高い市には支援を行っていない。すなわち、必然的

にAMSSの各市に対しては技術支援を行っていない。

　これを受け、OPAMSS同席のもと、ISDEM環境局長のCarmen Elena de Canelo氏に、本

件調査のこれまでの経緯、すなわち、調査対象地域に地方都市を含めず首都圏14市のみ

としたこと、これに伴い調査実施機関をOPAMSSに変更せざるを得なくなったことを説明

し、理解を得た。

１－６－２　本格調査の範囲等に係る「エ」国との協議結果

(１) 調査の目的

　「2010年を目標年次とし、AMSSを対象とする広域廃棄物管理のためのM/Pを策定するこ

と、及び技術移転を行うこと」につき合意した。

　予備調査時に保留していた、フィージビリティ調査（F/S）の実施を含めるかどうかに

ついては、中継基地の建設がMIDES社によって行われることを確認したため、本格調査の

中でF/Sとして実施する優先プロジェクトはないと判断した。しかしながら、廃棄物収集

計画については、詳細かつ具体的な計画を作成することで、｢エ」国側と合意に達し、こ

の旨M/M2.に記載した。

(２) 調査対象地域について

　予備調査時に、COAMSSに属する14市で合意した。

(３) 調査対象廃棄物

　予備調査時には「家庭廃棄物、商業廃棄物、施設廃棄物（ただし有害廃棄物を除く)、

道路清掃ごみ」で合意していた。

　今回は、これに医療廃棄物を加えることとした。また、｢エ」国側からは、産業廃棄物

についても対象とするよう強い要望があったが、事前調査団は、これに対し調査に必要

な投入量等を勘案すると本件調査に含めるのは困難な旨説明し、｢エ」国側の了解を得
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た。なお、外務次官の強い要望により「産業廃棄物に伴う問題が大きい」旨の記述を

M/M3.に記載した。

(４) パイロットプロジェクト

　予備調査時に実施することが望ましいと判断したパイロットプロジェクトの候補とし

て「発生源における分別とそれに係る収集実験｣、｢道路清掃キャンペーン｣、｢低所得者

居住地区におけるごみ収集実験｣、｢広域廃棄物管理を所管する事務局（OPAMSS内）の設

置」などが「エ」国側より提案され、その旨M/M4.に記載した。

１－６－３　IDBとの協議結果

　本件と重複可能性のあるIDBプロジェクトに係る調整と、IDBの廃棄物セクターに係る融資の

方針に係る情報収集の結果は、次のとおり。

(１) サン・サルヴァドル市を対象とした収集ルート改善計画

　予備調査時に、｢IDBが、サン・サルヴァドル市を対象とした収集ルート改善に係る計

画策定（技術協力）の実施を予定している。同計画は、財政再建、都市交通等も含む複

数コンポーネントから構成されるプロジェクトの一コンポーネントとして位置づけられ

るもの」との情報を得た。

　これに関し、IDB本部の同プロジェクト担当Fablice Henry氏に対し、調査団より本件

調査の概要を説明した後、本件とIDB実施予定のプロジェクトとの調整につき協議した結

果は以下のとおり。

　IDBのプロジェクトはいまだ準備段階であるので、JICAが首都圏の広域廃棄物管理に係

るM/Pを作成し、更に収集につき詳細な計画策定を実施するならば、IDBが収集改善のコ

ンポーネントを削除するとのことで合意を得た。また、IDBの要望により、JICAが実施す

る内容が決定した段階でIDBに連絡することとした。

(２) 東部San Miguel県で実施中のプロジェクト

　予備調査の前より、｢IDBが、東部San Miguel県の中小都市を対象とし、廃棄物管理に

係る計画策定支援（技術協力）プロジェクトを行っている」との情報を得ていた。また、

予備調査終了後に、IDB本部より「同プロジェクトをサン・サルヴァドル市に対しても行

う可能性がある」との情報を得た。

　これに関し、IDB本部の同プロジェクト担当Ricardo Quiroga氏に対し、調査団より本

件調査の概要を説明した後、本件とIDB実施予定のプロジェクトとの調整につき協議した

結果は次のとおり。
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　IDBによれば、同プロジェクトは、廃棄物管理に係るアクションプラン（民間企業の活

用、衛生概念の普及と促進、収集サービスが行き届かない地区における小規模の民間収

集業者の活用等を含む）の作成に係る技術協力で、本来の対象地域は全国の都市である。

したがって、計画上はサン・サルヴァドル市も対象都市に含まれているものの、JICAが

AMSSを対象として廃棄物セクターの調査を実施するのであれば、IDBは、あえて同協力を

サン・サルヴァドル市に拡張することはしないとのこと。

(３) IDBの廃棄物セクターへの融資の方針について

　IDBは、廃棄物管理システムのsustainabilityを確保できる保証がない限りは、融資を

行わない。すなわち、妥当なごみ料金体系が設定されていること、初期投資も含めて支

払い可能な技術レベルが採用されていることなどの条件を満たさないものには融資を行

わない。

１－６－４　その他の確認事項

(１) 実施細則（S/W)、口上書の国会承認について

　「S/Wと口上書が「エ」国国会で承認され有効になったのちに、本格調査が開始され

る」ことと、｢これらの承認を「エ」国側が促進することを約束した」ことを、M/M1.に

残した。

(２) 署名相手及び使用言語

　S/W、M/Mの署名相手方は、環境天然資源省大臣、COAMSS議長のサン・サルヴァドル市

長及びOPAMSS局長とした（最終的な署名者は１－７参照のこと)。使用言語については、

｢エ」国側の要望に基づき、英語版と西語版に署名したが、併せてこれらの解釈に相違が

生じた場合には英語版が正式となることにつき合意した。

(３) 調査実施体制の確認

　予備調査時に、OPAMSSが実施機関及び調整機関としての役割を果たすことを確認し、

併せて、本格調査が、OPAMSSの環境部及び首都圏14市の清掃局職員から構成されるC/Pとの

共同作業で行われる旨確認していた。今回協議において、これに次のような変更を加え

たC/P teamとすることで合意し、その旨をM/M5.に、具体的なC/P teamのメンバーリス

トをM/MのANNEXⅡに記載した。
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(４) ステアリングコミッティについて

　今回、環境天然資源省を新たに調整機関に加えたことに伴い、ステアリングコミッティ

のChairpersonを環境天然資源省の大臣とし、この他、厚生省、外務省、COAMSS、

OPAMSS、をメンバーとすることで合意し、その旨M/M7.に記載した。

(５) ｢エ」国側の便宜供与事項について

　予備調査時に確認のとおり、｢エ」国側の便宜供与事項につき、｢エ」国側に説明し合

意を得た。なお、オフィススペースと運転手付き車両１台は提供出来るが、事務機器・

家具等及び１台超の運転手付き車両は財政上の制約から「エ」国側で対応できないため

日本側で手当てして欲しい旨の申し出があり、この旨M/M8.に記載した。

(６) C/P研修について

　予備調査時に確認のとおり、C/P研修員の受入れにつき要請があり、その旨JICA本部に

伝えることとし、M/M9.に記載した。

(７) 技術移転セミナーについて

　予備調査時に確認のとおり、技術移転セミナーを実施するよう要請があり、その旨JICA

本部に伝えることとし、M/M10.に記載した。

(８) その他

　S/W及びM/Mにつき、英語版に加えて西語版の署名・交換も行うものの、これらの解釈

に相違が生じた場合、英語版の解釈が有効であることにつき確認し、この旨M/M11.に記

載した。

１－７　１－７　１－７　１－７　１－７　S/WS/WS/WS/WS/W及び及び及び及び及びM/MM/MM/MM/MM/M署名までの経緯署名までの経緯署名までの経緯署名までの経緯署名までの経緯

(１) 事前調査団の帰国時点における状況

　事前調査団が帰国する時点では、環境天然資源省と外務省法務局との調整に時間が必

要とのことで、桜田幸久事前調査団長が署名済みのS/W、M/M書類を残し、後日「エ」国

側で署名しJICA駐在員事務所経由で送付することで合意した。

(２) ｢口上書の交換」案の検討

　事前調査団の帰国直後に、S/W、M/Mの先方署名者につき、先方が再度変更を要請して

いるとの連絡が、在エル・サルヴァドル日本大使館より届いた。その後、次の措置をと
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ることを基本として、日本側と「エ」国側が調整を行うこととなった。

・最初に、両政府間で、調査の実施及び「エ」国側（もしくは両国側）の便宜供与事項

を内容とする口上書（S/W案を添付）の交換を行う。

・S/W、M/Mの署名、交換を行う。

・同口上書に基づき、｢エ」国側は便宜供与の各条項につき国会の承認を得る。

　なお、S/Wの便宜供与事項に係る口上書の交換を行った最近の事例としては、インドネ

シアの広域教育改善調査がある。

(３) 最終的な方針決定

　日本側より前述（２）の「口上書交換」案につき打診した後、｢エ」国側が内部調整を

行った結果、最終的に、次の方式を採用することで両国側は合意した。

・まず最初に、S/W、M/M（英語版及び西文版）の署名、交換を行う。なお、先方署名

者は、M/Mについては、環境天然資源省のAna Mar ía Majano氏、首都圏市長会議

（COAMSS）議長兼サン・サルヴァドル市長のHéctor Ricardo Silva Alguello氏、

OPAMSS局長Mario Lungo氏、S/Wについては、これに外務省大臣のMaria Eugenia

Brizuela de Avila氏となった。

・両政府間で、調査の実施及び「エ」国側（もしくは両国側）の便宜供与事項を内容と

する口上書（S/W案を添付）の交換を行う。

・同口上書に基づき、｢エ」国側は便宜供与の各条項につき国会の承認を得る。

(４) S/W、M/M署名

　1999年9月10日に、｢エ」国外務省にて、先方署名者、在エル・サルヴァドル日本大使

館石井書記官及びJICAエル・サルヴァドル駐在員事務所長列席のもと、桜田事前調査団

長が署名済みのS/W、M/Mへの署名式が大々的に行われた。

(５) 今後の「エ」国におけるS/W署名（参考）

　今後も、｢エ」国における開発調査のS/W署名は、すべて実施機関と外務大臣が署名し、

その後に国会承認を行うとのこと（1999年９月時点の外務筆頭次官HéctorR.González

urrutia氏の談)。なお、S/Wの国会承認には、最短でも署名から約３か月を要する。
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２－２－２　清掃・廃棄物管理を所轄する組織

　｢エ」国で清掃、廃棄物管理を所轄する行政組織を表２－１に示す。清掃業務は各市の清掃

局が実施している。

表２－１　清掃・廃棄物管理を所轄する組織

(１) 保健社会福祉省

　衛生法第56条では、保健社会福祉省（以下、保健省）の清掃に関する役割として、各

市の清掃局などの実施機関を通じて廃棄物を除去することと定めている。しかし、現実

の行政では市町村の清掃事業に対して直接の指導はしていない。また、市町村の清掃機

材・施設に対する国庫補助などの助成措置制度も用意されていない。廃棄物の担当部課

は環境配慮局（Dirección de Atencion al Medio）に属する環境衛生部（Departament

de Saneamiento Ambiental）で、国レベルでの廃棄物管理政策の立案を行っている。

現在は、一般の都市廃棄物よりもむしろ有害廃棄物、医療廃棄物の処理対策の検討に集

中して取り組んでいるようである。

　また、衛生法74条では保健省が最終処分場の立地に関する許可権限をもつこと、同77

条では公共の清掃事業では処理できない廃棄物の処理施設に関する認可権限をもつこと

を定めている。

　医療廃棄物については、再度詳述するが、保健省が所轄する国立病院については専用

コンテナを配布し、このコンテナに収めた感染性廃棄物を保健省直営の収集車で収集し、

最終処分場の医療廃棄物専用区画に埋め立てている。しかし、首都圏以外の国立病院や

私立病院に対しては、この収集対象となっていない。

　保健省は全国に18か所の支所を置き、各支所に所属する371人の衛生検査官（Sanitation

inspector）が公衆衛生を保持するため、監視、取り締まりを行っている。実際の取り締

まりは警察（Civil Police）の協力を得て行われる。AMSSには東西南北、中央の５か所

レベル 名称 西文名称

国の機関 保健社会福祉省 Ministerio de Salud Publica y Asistencia Social

環境天然資源省 Ministerio de Medio Ambiente y Recursos
Naturales

ISDEM Instituto Salvadoreno de Desarrollo Municipal

首都圏の市 OPAMSS Oficina de Polanificación del
の団体 Area Metropolitana de San Salvador

市 ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ市他 Alcaldia Municipal San Salvador
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の支所が置かれている。支所の配置と衛生検査官、指導官（Supervisores)、エンジニア

（Ingenieros)、担当地域の人口を図２－２に示す。この他、各支所には合計1,600人の

ヘルスプロモーターと呼ばれる係官がおり、予防衛生の推進に従事している。

表２－２　保健省の支所と衛生検査官の数

地域区分 検査官数 指導官数 ｴﾝｼﾞﾆｱ数 担当地域人口

AHUACHAPAN アウアチャパン 15 2 1 6,247

SANTA ANA サンタアナ 36 1 1 6,413

SONSONATE ソンソナテ 26 2 14,831

CHALATENANGO チャラテナンゴ 26 4 7,404

LA LIBERTAD ラ　リベルタ 25 4 1 24,900

SS CENTRO ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ中央 15 2 1 64,673

SS NORTE ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ北部 16 1 24,287

SS SUR ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ南部 15 1 24,058

SS ORIENTE ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ東部 13 1 1 35,619

SS OCCIDENTE ｻﾝ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ西部 23 2 1 32,728

CUSCATLAN クスカトラン 15 1 16,061

LAPAZ ラパス 18 1 27,247

CABANAS カバーニャス 12 1 6,788

SAN VINCENTE サンビンセンテ 22 6,683

USULTAN ウスルタン 31 3 1 11,163

SAN MIGUEL サンミゲル 33 3 7,595

MORAZAN モラサン 16 2 4,838

LA UNION ラ　ウニオン 14 3 12,775

TOTALES 合計 371 32 9 334,310

出典：Analisis Sectorial de Residuos Solidos en El Salvador, Julio 1998, MSPAS, MARN,
ISDEM, Alcardia de San Salvador, PAHO and UNICEF
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(２) 環境天然資源省

　環境省は前身の環境庁（SEMA：Secretaria Ejectiva del Medio Ambiente）が1998

年環境法の施行に伴い、改組されて環境天然資源省となったもので、その所掌・権限は

環境法に定められている。国レベルの環境政策全般を立案、実施する機関であり、廃棄

物管理についても、保健社会福祉省その他と協力して、国家施策を推進することとされ

ている（環境法第52条)。しかし、これまで廃棄物管理の実務面で市町村を直接指導して

はいない。担当官の１人はJICAの研修員として廃棄物処理コースを修めているが、廃棄

物担当課としては人材も少なく、実務能力は脆弱であると考えられる。

　環境省では現在、廃棄物管理に関する技術ガイドラインを作成中である。有機物の分

別とコンポスト化、最終処分方法の技術基準などを定める予定である。

　MIDESに対して関心が高く、ごみ処分量の単価が高い、各市のごみ搬入量の最低義務量

を課しているため、減量化へのインセンティブが働かないなどの問題点を指摘している。

　環境アセスメント（EIA）の書類受付、評価も環境省が担当している。廃棄物の中継施

設、最終処分場の建設はEIAの対象事業となる。

　環境省が主導するミニプロジェクトとして、現在のMariona処分場にいる学齢期の子供

のWaste Picker（西語：Pepenadores）を、公設市場のごみ収集・分別に従事させつつ

学校に通わせる事業を準備中である。

　環境省では、保健省、ISDEMと協同で全国環境監視システムを整備中である。

　環境省内には国際協力課があり、外国からの環境関連の援助プロジェクトの窓口となっ

ている。

(３) ISDEM

　1989年施行のISDEM設立法（Ley organica de ISDEM）に基づき、国内263の市町村す

べてを対象に、行政運営、財政、資金調達計画面での技術支援を行う機関である（国の

組織上は内務省（Ministerio del Interior）の外庁と考えられるが、確認を要する)。

ISDEMには理事会が設置され、８人の理事のうち４人は中央政府から、４人は地方自治体

から指名されている。

　全国を４地域に分け、San Miguel（東部)、San Vincente（中部)、Santa Ana（西

部)、サン・サルヴァドル（首都圏部）の各支所に15～20人くらいの技術者を配置してい

る。全体の職員数は事務職を含めておよそ160人である。

　中央政府からの年間の地方交付金７億4,000万コロンのうち、500万コロンがISDEMの予

算として割りあてられる。またGTZの支援により設立されたリボルビングファンドの利

子、IDカード発行手数料もISDEMの歳入となる。
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　前述のようにISDEMの支援は多岐にわたり、清掃サービスや廃棄物管理についても技術

的な支援をすることとされている。PAHOとUNICEFの支援により作成されたエル・サル

ヴァドルの廃棄物に関するセクター分析（Analisis Sectorial de Residuos Solidos

en El Salvador, Julio 1998）作成にかかわった４人のC/Pのうちの１人はISDEMの技

術者であり、ISDEMが保健省、環境省と並んで、国レベルでの廃棄物行政に関与している

と考えられる。

　現在ISDEMではIDBの支援を受けて、東部３都市San Miguel、Santa Rosa de Lima、

La unionなど、問題ありと指摘された地域の総合環境改善（水／大気質汚染、廃棄物管

理含む）プロジェクトを開始しようとしている。本件はすでにIDBとの協議も終わり、国

会でのプロジェクト承認を待っている段階である。また、IDBの別のプロジェクトとし

て、ISDEM自体の組織強化計画も準備されている。

　この他、GTZ、USAIDの支援を受けて、市町村の財政運営・管理システムを整備してい

る。また、前項（２）で述べた環境省の環境監視システムの整備にも関与している。

(４) OPAMSS（Officina de Planificacion del Area Metropolitana de San Salvador）

　首都圏開発整備法（1993年制定、1996年改正）の定めるところでは、｢サン・サルヴァ

ドル首都圏（AMSS:Area Metropolitana de San Salvador）の市はCOAMSS（Consejo

de Alcaldia del AMSS）に加盟して、首都圏の整備等に協調して取り組むこと」とさ

れている。

　また、同法により、COAMSSの機能は次のとおりに定められている。

①首都圏整備の方針を定める。

②加盟市の局長レベルでの提案を市議会に提案する前に検討、承認する。

③中央政府及び各市の都市計画を調整し、首都圏開発計画として整合をとる。

④土地利用に関する規制を策定する。

⑤首都圏地域開発整備法に基づく事項を実施する。

⑥その他首都圏開発の目的を達成するための事項を協議する。

　OPAMSSはCOAMSSの事務局として設置され、専任の職員が常駐している。OPAMSSでは、

首都圏開発計画の評価、実施に関する手続き業務、規制の立案、首都圏内の建設計画の

審査などを行っている。OPAMSSは首都圏を中央、東部、西部、北部の４地域に区分し、

サブシステムとして扱っているが、特に北部は今後急速に発展すると予想されるために、

北部のサブシステムを強化し、OPAMSS北部支所をおく予定である。北サブシステムには

Nejapa、Apopa、Tonacatepequeの３市が属する。

　AMSSのなかのCOAMSSに加盟している14市を表２－３に示す。また、各サブシステムに
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属する市とそのサブコンポーネント（地区名）を図２－２に、OPAMSSの組織図を図２－

３に示す。

表２－３　COAMSSに加盟する14市の面積と人口

都市名 面積（k㎡) 推定人口（注) サブシステム

1 Antiguo Cuscatolan 19.41 42,773 西部

2 Apopa 54.52 163,974 北部

3 Ayutuxtepeque 7.56 38,158 中央

4 Cuscatancingo 4.96 90,079 中央

5 Ciudad Delgado 34.22 149,394 中央

6 Ilopango 23.98 127,434 東部

7 Mejicanos 20.22 185,204 中央

8 Nejapa 81.45 31,466 北部

9 Nueva San Salvadoer 110.79 152,723 西部

10 San Marcos 17.07 69,660 中央

11 San Martin 44.06 101,086 東部

12 San Salvador 72.55 473,374 中央

13 Soyapango 28.33 283,598 東部

14 Tonacatepeque 68.20 39,871 北部

出典：OPAMSS提供データによる。
　注：1992年の人口センサスに基づきOPAMSSが推定した1998年時点の値。
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２－２－３　法制度

(１) 清掃に関する国の法律

　清掃に関する国の法律としては、衛生法、地方自治法、環境法、刑法の四法がある。

以下、各法中の関連条項につきその概要を述べる。

１) 衛生法 Codigo de Salud　（1988年５月11日公布）

第56条：保健省は市など実施機関を通じてごみを除去することを定める。

第74条：保健省は公共のごみ処分場の建設許可及び規制を所轄する。

第75条：公共の建物・場所は、所轄の保健所の指示に従い、清潔に保つ。

第76条：都市部の利用されていない土地及び空き地の所有者は、その土地が伝染病

の原因とならないよう閉鎖する。

第77条：公共の清掃事業に引き渡すことのできない性質、危険性をもつ廃棄物を発

生する施設では保健省が認可する処理施設を設置する。

第78条：保健省は、自らあるいは所轄部署を通じて、住民を、煙、騒音、振動、悪

臭、有毒ガス、火薬などの汚染から保護するための対策を講じる。

以上の他、第109条で保健省の責務を定めている。

２) 地方自治法 Codigo Municipal（1986年２月５日公布）

第4条19項：地方自治体の責務として、清掃サービスの提供、道路清掃、ごみ収集、

最終処分を行う。

第126条～第137条：罰則を定める。

３) 環境法 Ley del Medio Ambiente（1998年５月公布）

第 6 条：全国環境管理システムの整備を定める。

第 7 条：省庁など公共の機関では環境ユニットを設置する（この条項により、各機

関で環境ユニットが新設された)。

第52条：環境省は、保健省、地方自治体、その他の公共団体や民間団体と協力し

て、ごみの減量、リサイクル、適正処分を推進する。このため、固形廃棄

物の総合管理全国計画を策定、実行し、最終処分場の選定基準を具体的に

示す。

４) 刑法 Codigo Penal（1997年６月10日公布、1998年４月20日発効）

　第254条～257条：環境を汚染したものに対する罰則を定める。

(２) 国レベルの政令・計画

　環境法に基づき、都市廃棄物の管理に関する政令Regulamento Especial del Manejo

de Desechos Sólidos Municipalesが最近定められた。
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　また、有害廃棄物に関する政令Regulamento Especial en Materia de Sustancias

Residuos y Desechos Peligrososの草案が完成し、現在国会審議中である。これら２

つの政令の草案作成はいずれもIDBの技術協力を受けて行われた。

１) 都市廃棄物の管理に関する政令

　都市廃棄物の収集・処理・処分について総合的に定めた初めての政令であり、関連

機関の責務や収集・処理の基本方針を具体的に定めている。責任主体としては、環境

省、保健省、地方自治体を上げ、その責務を明文化している。この政令は1999年に定

められたばかりで、各市はこれから政令に基づく対応を迫られることになると考えら

れる。政令の概要は次のとおりである。

第1編　目的、適用範囲、用語の定義

第2編　関連機関

第1章　責任主体

第2章　責務

第3編　廃棄物総合管理

第1章　都市廃棄物総合管理全国プログラム

第2章　保管

第3章　収集

第4章　中継施設

第5章　中間処理

第6章　最終処分

第7章　衛生埋立

第8章　ごみ処理作業者の労働安全

第4編　監視

第5編　罰則

２) 国家環境戦略

　1994年に環境省の前身であるSEMAが立案した国レベルの環境管理計画である。この

計画に基づき環境法の立法、SEMAの環境省への格上げと強化が行われた。

(３) 市レベルの条例

１) サン・サルヴァドル市清掃条例 (Ordenanza sobre los Residuos Solidos de la

Ciudad de San Salvador)

　市レベルで清掃に関する条例が整備されているのはサン・サルヴァドル市のみであ

る。同市の条例は1989年に定められたが、現在改正に向けて新たな草案が作成されて
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いる。草案は全53条からなり、用語の定義、条例の目的、収集、運搬、最終処分と満

たすべき環境要件、道路清掃、罰則について言及している。

　またサン・サルヴァドル市では条例とは別に公共料金規定を定めており、ごみの収

集料金もこの規定に定めている。

　1999年４月からの、MIDESプロジェクトによる新最終処分場への持ち込み開始に伴

い、参加各市では新たな収集料金設定が必要とされている。

(４) 法制度上の問題点

１) 市町村に対する支援・援助の不足

　衛生法、環境法はそれぞれ保健省、環境省の責務を定めているが、廃棄物について

は、いずれの省も直接市の清掃事業を監視、助言する体制が整っていない。すなわち、

両省とも国レベルの政策や基本方針は定めるが、市の清掃事業に直接関与あるいは補

助することはなく、清掃事業はもっぱら市の自助努力により行われているといってよ

い。このため、自ら清掃事業体制を整備する力に乏しい小さな自治体では、依然とし

て清掃サービスが提供されていない。市町村への技術的支援はISDEMが担うこととされ

ているが、これまでのところ技術的支援の実績はないと見受けられた。

２) 都市廃棄物の定義

　｢環境法」第５条の用語の定義では、｢De s e c h o s（廃棄物)」及び、｢De s e c h o s

Peligrosos（有害廃棄物)」を次のように定義している。

廃  棄  物：加工や活動の結果、無用になった物質やエネルギーで、直接の用

途がなく、永久に廃棄されるもの。

有 害 廃 棄 物：直接の用途がなく永久に廃棄されるもので、その化学活性、腐食

性、反応性、引火性、毒性、爆発性、自然発火性、酸化性、感染

性、生体蓄積性、生態毒性、放射性等の性質により、単独あるい

は他の廃棄物と接触することで危険を生じ、人の健康や環境を害

するおそれのあるもの。

　｢都市廃棄物の管理に関する政令」第４条では、廃棄物に関する用語の定義を20項目

に渡って定義しており、このなかでDesechos Sólidos Municipales（都市固形廃棄

物）を次のように定義している。

都市固形廃棄物：人為的または自然の活動により廃棄された固体または半固体のも

ので、直接の用途がなく、加工にも適さないもの。
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２－３　２－３　２－３　２－３　２－３　事前調査対象地域の概要事前調査対象地域の概要事前調査対象地域の概要事前調査対象地域の概要事前調査対象地域の概要

２－３－１　対象地域の廃棄物管理の概要

　事前調査は、首都圏に属する14市を対象とした。これらの14市は首都圏行政を協力して行う

ためにCOAMSSと称する連合団体を結成し、その事務局としてOPAMSSを設置して、都市計画の調

整等を行っている。これらの市の名称、面積、人口（1998年推定値)、ごみ量、現在のNejapa

処分場に搬入しているか否かを表２－８に示す。また、旧処分場、新処分場及びサン・サル

ヴァドル市のコンポスト場、車両整備工場（ワークショップ）の地図を図２－６に示す。

表２－８　調査対象としたCOAMSS加盟の14市の面積と人口

都市名 面積 (km2) 人口（1998年推定) ごみ収集量 Nejapa搬入
（t／日）

1 Antiguo Cuscatlan 1,941 44,128 50 ×

2 Apopa 5,184 179,985 無回答 ○

3 Ayutuxtepeque 841 32,759 27 ○

4 Cuscatancingo 540 82,154 80 ×

5 Delgado 3,342 130,895 無回答 ○

6 Ilopango 3,463 133,675 無回答 ○

7 Mejicanos 2,212 181,606 68_74 ○

8 Nejapa 8,336 27,125 4.5 ○

9 Nueva San Salvador 11,220 145,629 70_80 ○

10 San Marcos 1,471 74,755 40 ○

11 San Mrtin 5,584 86,700 80 ×

12 San Salvador 7,225 441,308 565 ○

13 Soyapango 2,972 436,727 200 ○

14 Tonacatepeque 6,755 34,386 無回答 ×

出典：Analisis Sectroal de Residuos Solidos El Salvador, 1998
注：ごみ収集量は各市の回答による値。Nejapaの新処分場に搬入している市は○、そうでない市は×で示

した。Angtiguo Cuscatlan、Cuscatancingo、San Martinの3市はSan Martinにある投棄場（崖下）
に投棄している。Tonacatepequeは自市内にある投棄場に投棄している。
人口は1992年のセンサスに基づきPAHOが推定した1998年時点の値。
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　市の面積が広いわりには収集車両が少なく、収集が行き届いていない。特に３つの区

域で収集が行き届いていない。収集車両のメンテナンスにも問題がある。

　ごみは自然発生的にできた集積所に排出されている。収集車のベルが壊れているもの

もあったが、空缶を鳴らして代用している。

　“Pilas”と呼ぶデポ（コンクリート製コンテナ）が住宅地とパンアメリカンハイウェ

イ沿いに４か所あり、本来周辺住民用であるが、別のところから車でごみを持ってきて

投棄する例もある。きちんと中に投棄せずに周りに投棄するため、後から捨てる住民も

不潔で近づけず、周りへの投棄を助長する結果となっている。場所によっては１日３回

収集するデポもある。

　コンテナは住宅地に12か所、工業地帯に数か所置いてあり、ウインチ車（１台）で収

集している。

　１台の車両で最高１万7,000ポンド、通常は１万～1万2,000ポンドを積み込む。

　収集量は1999年１月の実績で月1,616トン、これには家庭ごみと工場からの一般廃棄物

を含む。第１シフトで813トン、第２シフトで771トン収集した。

　かつては市内のごみ捨て場に投棄していたが現在はNejapaの処分場に搬入している。

　コンポスト化をFundacion ABAというオランダのNGOの指導の下に行っているグループ

がある。現地常駐スタッフ３人（Sr. Jorge Martinez、Se. Jose Luiz Fentes）に、

サン・サルヴァドルからエンジニア２人（Ing. Almand Cristales, Inga. Josefa

Moncada, phone 274-2106）が毎日指導にくる。原料とするごみは協力家庭150軒から

月水金、Ilopangoの公設市場（St. Lucia市場）からは毎日収集してくる。できたコン

ポストは農家に販売している。現在は少量であるが、需要はあると見込んでいる。

　視察した場所は、Cilamate（コンテナ)、Chako（Pilas)、 Aplanadora（Pilas)、 San

Phellipe（Pilas)、 Celva（Pilas）でいずれも周辺にまでごみが散乱していた。

Trinidad地区では小川に不法投棄されていた。この地域は週１回収集である。
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２－５　中継基地計画２－５　中継基地計画２－５　中継基地計画２－５　中継基地計画２－５　中継基地計画

(１) 中継基地建設計画の概要

　MIDESの本来の計画では、Nejapaの最終処分場の使用開始に合わせて中継基地を開設す

る予定であったが、計画全体の遅れと資金不足から、最終処分場のみを一部使用開始し

た。

　この中継基地は１か所のみの計画で、各市からの運搬効率を向上させるというよりは、

むしろ分別施設として計画されたものである。各市から収集されたごみはすべてこの中

継基地に運ばれ、有価物を分別したうえで、トレーラーで最終処分場に運ぶ計画であっ

た。

　中継基地を計画した背景には、旧Mariona処分場にいたWaste Pickerを、同処分場の

閉鎖に伴い中継基地で雇用し、分別作業に当たらせるという社会配慮の目的があった。

しかし、当初の計画とは違って、最終処分場のみを先に開所したため、Waste Pickerの

抗議を招くこととなった。さらに、新処分場の位置するNejapa市では、予想以上の交通

量の増加に周辺住民が反発して新処分場の運用中止を求め、一時は事実上受入れ中止と

なった。再開を認める条件の１つとして、早期の中継基地建設実現、すなわち、｢処分場

のごみ受入れを認める代わりに、受入れ再開から90日以内に処分場建設予定地を選定し、

すみやかに建設すること」を、MIDES社と９市に求めていた。

　この条件を９市とMIDES社が受入れた結果、1999年６月からごみの搬入が再開された。

同７月現在、MIDES社は中継基地の候補地を選定中で、当初３か所といわれた候補地のう

ち、Mariona処分場のやや手前（サン・サルヴァドル市寄り）で元来Mariona処分場への

ルートとしてもっとも利用されてきた道路から200メートルほど入った場所を最有力候補

地として選定し、買収交渉に入っている。

(２) 現在の分別・中継対策（Mariona処分場）

　1999年７月現在、前述のような理由で中継基地は建設されていない。しかし、新処分

場ではWaste Pickerの立ち入りを認めていない。Waste Pickerはごみ中の有価物を抜

き取るチャンスを求めてMIDES社と交渉した結果、旧Mariona処分場の北側の平らな部分

にサン・サルヴァドル市の収集ごみを１日300トンに限り搬入し、そこで有価物を抜き取

るチャンスをWaste Pickerに与えることとなった。ここでの有価物抜き取り後のごみは、

MIDES社がチャーターしたトレーラーに再度積み込み、Nejapaの新処分場に搬送してい

る。
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３) 運営状況

　現在搬入している各市とMIDES社との契約では、それぞれの市に年間の計画搬入量が

定められており、仮にこの計画量に満たない場合であっても、計画量×１トン当たり

18ドルの料金を支払うことになっている。つまり年間の最低支払額が定められており、

これによりMIDES社は採算を確保する計画である。その計画搬入量は10市合計で36万ト

ンで、金額にして648万ドルである。

　しかし、10市の1998年のMariona処分場への搬入実績は31.5万トンであり、この計画

搬入量の義務が重過ぎるとして、10市はIDBの技術支援を受けて、MIDES社との契約見

直しを予定している。
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(２) Mariona処分場（1999年４月までの処分場）

　1992年７月から使用を開始し、1999年４月まで首都圏の22市からごみを受入れていた

処分場である。運営資金等の財政面も含めて、サン・サルヴァドル市清掃局が運営して

きた。

　1999年４月の現地踏査時には、覆土材が確保できないため、覆土は行っていないとい

うことであった。同処分場にはライナーも浸出水回収管も設置されておらず、わずかに

ガス抜き管が30本程度設置されているのみである。

　Mariona旧処分場は枯れ川に面した斜面を利用した処分場で、乾期には河川は伏流して

いるが、雨期には水がわずかに地表を流れているとのことである。同処分場は技術的根

拠を踏まえてきちんと計画・設計されたものではなく、残存容量を把握することは不可

能である。山あいの河川に面した斜面を利用しているため、物理的にはごみの受入れは

可能である。しかし、河川への浸出水の流入などが懸念される。なお、周辺の井戸のモ

ニタリングでは、処分場に起因する汚染は報告されていないという。

　図２－10に1998年の各市の搬入実績量を示す。サン・サルヴァドル市は全体の搬入量

の約48％を占め、群を抜いて大きな比率を占めている。ついでSoyapango市の13％であっ

た。搬入量は1996年に日本の無償資金協力で調達されたトラックスケールによる計測結

果である。また、図２－11に月別の搬入量を示す。1998年２月に搬入量が落ち込んでい

るのは、トラックスケールの故障によるもので、現実に搬入量が減少したのではない。

　1999年４月のNejapaの処分場開所に伴い閉鎖された。その後22市のうち10市はNejapa

の新処分場に搬入し、CuscatancingoとAntiguo CuscatlanはSan Martinの投棄場に搬

入することになったが、OPAMSS職員によれば残り10市はどこに処分しているか不明であ

るとのことであった。しかし、1999年６月末に視察したところでは、ブルドーザーが遠

方で動いていたことから、一部の市は依然として搬入を続けているのではないかと考え

られた。

　なお、Mariona旧処分場の周辺環境問題については、Luterana大学環境研究センターの

レポート（Condiciones Ambientales del Basurero de Nejapa, Resultados de la

Investigación de Agua, Aire y Suelo en la Zona de Botadero, Diciembre de

1998, Universidad Luterana Salvadorena, Centro de Capacitacion e Investigacion

del Medio Ambiente）がある。なお、同レポートではNejapa処分場となっているが、

Mariona旧処分場をさしている。
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（参考）Soyapango旧処分場跡地

　1963年～1992年６月まで約30年間ごみを受入れていた。面積は約71ヘクタール、埋め

立て高さは約75メートルであり、Soyapango市内の中心地で交通の便の良い場所にあ

る。同処分場はすでに閉鎖してから長期間放置されているため、有機物の発酵もほぼ終

了し、ガス抜き管が設置されているが、ガスの噴出はみられない。有機物がないため害

鳥や害虫の発生もない。現在はSoyapango市の収集車両基地として使用されているが、

中継基地として利用する計画や宅地開発の計画がある。現在この旧処分場跡地は、宅地

開発しようとしている建設会社の土地となっているが、環境面に問題があるとして

OPAMSSは宅地開発の許可を与えていない。また、MIDESプロジェクトは、Mariona処分

場を閉鎖プログラム（最終覆土の実施等）の対象としているが、すでに閉鎖されている

Soyapango旧処分場は対象としていない。

（参考）San Martín投棄場

　1997年供用を開始し、１日約100トンを受入れている。しかし、環境省及び保健省の

許可を受けていないためOPAMSSによると同処分場は不法投棄場所という扱いになってい

る。約60人ほどのWaste Pickerがプラスチックや金属を抜き取っている。同処分場は

単に谷を利用してごみを落とし込んでいるだけで、浸出水、雨水及び発生ガスに対する

処理施設は保有していない。USAIDからエル・サルヴァドル国の建設省に供与された旧

式のブルドーザを流用してごみを谷底（約50メートル）に落とし込んでいる。谷底に河

川が流れているかどうかは確認できなかった。

　San Mart ín以外に同投棄場にゴミを搬入している市は、Antiguo Cuscatlanと

Cuscatancingoである。いずれもMariona処分場が閉鎖される一方でMIDES社と契約を結

ばないために、この投棄場に搬入している。しかし、Antiguo Cuscatlan市は当初数日

搬入したきりでその後搬入に来ていないとのことであった（San Martin市職員談)。
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２－７　２－７　２－７　２－７　２－７　減量化・リサイクルの現状減量化・リサイクルの現状減量化・リサイクルの現状減量化・リサイクルの現状減量化・リサイクルの現状

(１) Waste Pickerによる有価物回収

　旧Mariona処分場では、1999年４月の閉鎖前まではWaste Pickerが約500人おり、収集

車が降ろしたごみから有価物を回収していた。回収した有価物は、処分場近くの買い付

け人に売却している。

　サン・サルヴァドル市からのヒアリングによれば、有価物の買い取り価格は次のとお

りであった（1999年４月)。

表２－25　有価物の買い取り価格（1999年４月現在）

アルミ 46円/kg
ブロンズ 61円/kg
銅 91円/kg
スズ 61円/kg
新聞紙 53円/kg
段ボール 11円/kg
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 21円/kg

　Nejapaの新処分場ではWaste Pickerの立ち入りは認められていないため、中継基地が

建設されるまでの間、旧Mariona処分場で１日300トンのサン・サルヴァドル市のごみを

一旦おろして、Waste Pickerに有価物を抜き取るチャンスを与えている。前記と同様の

方法で売却していると考えられる。

(２) 市営コンポスト施設

　Mariona処分場の北部に隣接し、約500平方メートルの施設面積を有する。1997年８月

からサン・サルヴァドル市によってコンポスト化の試験が開始され、現在は市場からで

る厨芥類を使って１年当たり12トンのコンポストを製造している。できあがったコンポ

ストは公園等の植栽用に使われている。サン・サルヴァドル市清掃局長によると有機農

業に対する関心の高まりからコンポストの需要はあるが、コスト高が問題があるとのこ

とである。

　コンポスト製造手法は、最も単純な野積み方式によるもの。製造工程は、次のとおり

で総工程は90日である。

ステージ１（攪拌回数：１回/４日、管理温度：60℃)、
↓

ステージ２（攪拌回数：１回/６-７日、管理温度：50-55℃)、
↓

ステージ３（管理温度：30℃）
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(３) 市中のリサイクル企業

１) アルミ仕分け屋

　サン・サルヴァドル市にIndustria de Reciclaje Salvadrena S.A. de C.V.とい

うアルミを回収する企業がある。アルミくずを国内で買い付け、工場で品質ごとに仕

分け、プレスしてアメリカやメキシコに輸出している。エル・サルヴァドル国内には

アルミの二次製錬業者がないため、すべて輸出している。買い付けは国内全域にわた

るが、Waste Pickerからの買い付けは直接でなく、仲買人の仲介による。

　工場は400平方メートル程度の平屋で、20人くらいの工員が経験によってアルミを種

類ごとに仕分けている。扱うアルミくずはアルミ缶、鍋釜、サッシ、ラジエーターな

ど多岐に渡る。

２) プラスチック

　OPAMSSによればサン・サルヴァドル市内にプラスチックの再生利用業者が２社ある

とのことであるが処分場から集めたプラスチックを再生するのではなく、他のプラス

チック成形工場などから出た廃材料や不良品を集めて再生利用していると考えられる。

　その内の1社であるSALVAPLASTIC社では、｢処分場に持っていく前に」というキー

ワードで縫製工場から糸のボビンや材料布を包んでいたプラスチック袋を集め、電線

の被覆管、フォークリフト用パレットなどを製造している。扱っている廃ポリエチレ

ンは月150トン程度で、ブロー成形品、射出成形品などを製造している。このほか塩ビ

製品、ポリプロピレンの射出成形なども行っている。

　Waste Pickerからの買い取りを試みたことはあるが、使えそうな材料ではないこと

から実現には至っていない。

２－８　２－８　２－８　２－８　２－８　MIDESMIDESMIDESMIDESMIDESプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

(１) 事業の背景

　MIDES社は、Manejo Integral de Desechos Solidosすなわち固形廃棄物総合管理に

由来する。MIDESプロジェクトの前段階として、1994年にCIDAの資金を用いて、ADS

Groupe-Conseil Inc.というカナダのコンサルタント会社がサン・サルヴァドル市にあ

るDouble G社と共同で調査を行い、1995年５月に首都圏固形廃棄物管理改善計画の第１

段階としてDiagnosis編を発表し、AMSSの廃棄物収集・処理の現状と問題点を提起すると

ともに、改善の方向性を示した。この調査では首都圏を構成する自治体として、現在の

COA M S Sに加盟する14市のうち、Ton a c a t e p e q u eを除く13市を対象にした（なお、

Tonacatepequeはこの時点ではCOAMSSに加盟しておらず、その後、COAMSSに加盟した)。

　1995年10月には第２段階として具体的な事業計画を発表した。この事業計画では、
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Diagnosisの結果を受けた提言と、それを実施するためのプロジェクトの計画が提案され

ている。提案されたプロジェクトのタイトルは次のとおりである。

①清掃事業の経営改善

②収集・運搬計画

③Mariona処分場の閉鎖

④新処分場（衛生埋立て）建設

⑤啓発・研修プログラム

⑥中継基地及び分別施設建設

⑦社会グループの統合

⑧廃棄物のエネルギー利用

⑨コンポスト化

　その後、この計画に基づき、カナダのCINTEC社がMIDESプロジェクトを提案した。

MIDESプロジェクト自体は民間ベースの資金により行われるもので、CIDAが援助するODA

案件ではない。CINTEC社はMIDESプロジェクトの事業主体としてサン・サルヴァドル国内

の法人であるMIDES社を設立し、その株式の90％をCINTEC社が、残り10％を現在MIDES社

と新処分場へのごみ搬入契約をしている首都圏10市が、それぞれ保有している。いうな

れば第三セクター会社の１形態であるが、首都圏10市は自ら株式を保有するMIDES社と契

約関係にあるという二重関係にある。現実には、MIDES社の常駐社員もCINTEC社から来て

いるとみられ、首都圏10市側は株式の保有割合も少ないうえ、CINTEC社の提案の妥当性

を評価する技術的能力に乏しいことから、CINTEC社が優位に立っている状況にある。

(２) 事業計画

　1999年4月にMIDES社の社長とCINTEC EL SALVADOR社の技術部長から聞いたところに

よれば、現在のMIDESプロジェクトの事業計画は次のとおりである。なお、(　）内の実

施予定は1999年６月時点のもの。

１) 新処分場の建設と運営（1999年６月現在実施中）

　Nejapaに新処分場を建設し、1999年４月から廃棄物の受入れを開始した。現在首都

圏10市と契約しているが、更に17市より引き合いが来ている。MIDES社としては条件さ

え合えばこれら17市の廃棄物を受入れる用意もある。新処分場の廃棄物受入れは４月

の開始後すぐに、予想外の交通量増加に反発した地元Nejapa市が受入れ中止を主張、

またWaste Pickerの有価物抜き取りのチャンスを奪ったことに対する抗議行動があ

り、一旦受入れを中止した。その後Nejapa市は中継基地の早期建設を条件に受入再開

を了承、Waste Pickerも暫定的にMariona旧処分場で中継基地の代わりにごみを一旦
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降ろして有価物を抜き取るチャンスを与えるということで合意、1999年６月から廃棄

物の受入れを再開した。

２) 中継基地の建設（1999年11月までに稼働予定）

　MIDES社で計画している中継基地は、処分場で受入れる廃棄物をすべて一旦中継基地

に集め、有価物、資源物を回収するための施設である。よって運搬のための中継とい

うよりは、分別施設として捉えるべきである。有価物の回収後は、残渣のみをトレー

ラーに載せて最終処分場へ搬入する。

　前述のように、新処分場の廃棄物受入再開についてはNejapa市が中継基地の早期建

設を条件としており、Waste Pickerの有価物抜き取りのチャンスも中継基地建設によ

り解決される問題であることから、MIDES社としても中継基地の建設を急いでいる。

３) 啓発・教育プログラム（2000年４月までに開始予定）

　リサイクルを効率的に実施するためには、市民への啓発・教育が重要であるとして、

学校やコミュニティーでごみの出し方、分別方法、有害ごみの取り扱いについての教

育プログラムを提案する。ただし、中継基地・分別施設の機能との関連には言及して

いない。

４) コンポスト施設の建設（2003年４月までに着工予定）

　コンポスト化は現在サン・サルヴァドル市が小規模ながら手がけているが、将来的

には市場ごみや家庭ごみからの生ごみの分別収集とコンポスト化を計画している。

５) Waste Pickerの雇用プログラム（2000年10月までに開始予定）

　本来はMIDESの一環として建設する中継基地での分別作業員としてWaste Pickerを

雇用する予定であったが、中継基地の建設が遅れている。また、Waste Picker（約500

人）全員を中継基地で吸収できないため、害虫防除のための殺虫剤散布などの業務を

創出、Waste Pickerの雇用対策とする。

６) Mariona旧処分場の閉鎖（2001年４月までに実施）

　バイオガスの回収、浸出水の処理、最終的な覆土を行うとしている。しかし、もと

もとバイオガス回収や浸出水処理を念頭に置いた設計・運営ではなかったため、実現

性には疑問があると考えられる。

(３) 現在までの事業進捗状況

　1999年6月時では、Nejapaの新処分場が廃棄物の受入れを再開、現在１日約500トンを

受入れている。

　中継基地の建設については、MIDES社が建設予定地の買収交渉を行っている。Nejapa市

のいう新処分場の廃棄物受入再開を認めるための条件は、受入再開から90日以内に中継
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基地の用地を取得し、その建設を開始するというもので、1999年６月現在、候補地は

Mariona旧処分場のややサン・サルヴァドル市寄りで、処分場に向かう道から20メートル

ほど入ったところの火力発電所裏２か所と、Apopa市内の精糖工場跡地の合計３か所で

あったが、前者２か所を有力候補として買収交渉に入った。

　上述１)、２）以外のプロジェクトコンポーネントについては、具体的な進捗はみられ

ていない。

(４) 問題点

　1999年６月時での最大の問題点は、中継基地建設の遅れである。前述のようにNejapa

市は新処分場の廃棄物受入開始当初、予想以上の交通量増加に周辺住民が反発したと伝

えられ、中継基地建設により交通量の減少を図る必要がある。

　中継基地のもう１つの重要な機能はWaste Pickerを吸収し、Waste Pickerに有価物

の回収チャンスを与えることである。ただし、現在のWaste Picker全員を中継基地で吸

収することは不可能であり、上述のWaste Picker雇用プログラムを同時に進めていく必

要があると考えられる。

　中継基地で分別を行うことは、排出源での回収・リサイクルと相反するため、効率的

なリサイクル方法という点では、中継基地での一括分別は望ましいとはいえない。ただ

し、Waste Pickerの雇用問題等もあって計画されたという背景もあると考えられるので、

中長期的には首都圏としてどのようなリサイクルを目標とするか検討する必要がある。

もう一つの問題点は、Nejapa処分場の現在の廃棄物受入れ料金、１トン当たり18ドルが

高いということである。MIDES社側では資金の調達が難航しており、採算確保のための料

金設定ではあるが、すでにMariona旧処分場が満杯で、かつ環境配慮上も問題があるた

め、使用できる処分場はNejapa１か所となっている。このため、料金設定については

MIDES社の売り手市場という状態になっている。このため、契約した10市はいずれも受入

れ料金の捻出に苦慮している。Mariona旧処分場はサン・サルヴァドル市がもっぱら運営

し、そのコストも負担してきたため、他市は無料でごみを搬入してきた。今回新たに処

分場への受入れ料金という支出を行わねばならなくなったため、契約した10市はこれま

での収集料金とは別に、電気使用量に比例した課金方法で処分場受入れ料金の徴収を行っ

ている。
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２－９　２－９　２－９　２－９　２－９　医療廃棄物医療廃棄物医療廃棄物医療廃棄物医療廃棄物

(１) 現在の収集状況

　病院から出る感染性廃棄物（以下、医療廃棄物と呼ぶ）の収集・運搬は、保健省がサ

ン・サルヴァドル市内の８つの国立病院についてのみ行っている。発生したガーゼ等は

赤いビニール袋に入れ、注射針も一旦プラスチックの空き瓶などに入れたのち、指定の

赤いプラスチック箱（40×60×40センチメートル）に入れる。これを所定の時間に保健

省の専用車で回収して、Nejapaの新処分場に用意された医療廃棄物専用区画に埋め立て

ている。また、手術で摘出した臓器（１個体あたり500キログラム以上のもの）は、保健

省が収集し、公共墓地に石灰をかけて埋めている。

　一方、民間病院及びサン・サルヴァドル市以外の国立病院から発生する医療廃棄物は

分別収集されておらず、対策はとられていない。小さいクリニックに至っては、開業の

状況すらす把握されいないところもあるため、何がどれだけ排出されているかもわから

ないのが現状である。これらの病院、クリニックからの医療廃棄物は一般廃棄物といっ

しょに排出されているのが現状である。

(２) 収集事業の経緯

　医療廃棄物の収集事業は、1997年EUの技術協力により始められた。収集事業に先立っ

てEUは中米諸国を対象に医療廃棄物の適正管理に関するトレーニングとして、セミナー

を開催したりマニュアルを配布した。

　Nejapa処分場では医療廃棄物埋立て用の専用区画を準備して1999年６月１日から医療

廃棄物の受入れを開始した。それ以前はMariona旧処分場で場所を決めて埋め立ててい

た。

　医療廃棄物の焼却については、過去に行ってはいるが、現在は行われていない。首都

圏内の国立病院３か所、私立病院５か所に焼却炉が設置されたが、｢運転技術者がいな

い｣、｢フィルター等の部品が調達できない｣、などの理由で現在停止している。

　首都圏で排出される医療廃棄物を集中処理するための焼却炉を新たに設置する計画も

1997年ごろに提案されたが、焼却炉を海外から調達・輸送する計画であったため、コス

トが高く実現に至らなかった。

(３) 問題点

　民間病院などでは医療廃棄物を分別回収していないため、一般廃棄物といっしょに処

分場に搬入されている。処分場視察でも、一般廃棄物の埋立て区画で注射針がついたま

まの輸液セットが落ちているのを確認している。
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　現在搬入しているNejapa処分場の医療廃棄物埋立て専用区画は1999年末でいっぱいに

なってしまうため、その後の処分場所の確保が必要である。

　現在、保健省が直営で専用収集車を回収に当たらせているが、収集車が不足しており

これ以上の回収対象の拡張は困難である。保健省は、医療廃棄物管理を民営化し、民間

病院も対象として収集サービスの拡張を図りたい意向である。これを実施するには、保

健省は、医療廃棄物管理を民間業者の監督能力を強化する必要がある。

　また、民間病院、とくに小規模のクリニックについては開業状況すら把握されていな

いとのことであり、まず民間病院のダイレクトリーを整備する必要があると考えられる。

また、平行して主要な民間病院からの収集体制を整備していく必要がある。

　なお、医療廃棄物の処理について、民間業者から保健省に対し、焼却などのオプショ

ンも含めて３社から提案が来ているとのことである。

２－２－２－２－２－1010101010　　　　　市民啓発・環境教育市民啓発・環境教育市民啓発・環境教育市民啓発・環境教育市民啓発・環境教育

　サン・サルヴァドル市はゴミに関する啓発活動の一環として、小学校１年生から９年生を対象

に毎年ゴミ教育を行っている。また、イメージキャラクターを使ったごみのポイ捨て禁止キャン

ペーンや子供にホイッスル（笛）を配り、ゴミを道や川に捨てている人を見たらホイッスルを吹

くホイッスルキャンペーンを実施している。

　サン・サルヴァドル市では「Yo no la riego（私は捨てない）」とう標語の下、ごみのポイ

捨て防止キャンペーンを展開中である。

　またサン・サルヴァドル市は1998年５～12月にSan Jacinto地区（低・中所得者地域）におい

て、住民にごみ教育を行うパイロットプロジェクトを実施した。その後他の５地区でも同じプロ

ジェクトを実施する予定だったが、予算不足のため中止となった。

２－２－２－２－２－1111111111　　　　　課題課題課題課題課題

(１) 収集・運搬

１) 各市の地域的条件のちがい

　ひとくちにCOAMSS加盟14市といっても、規模、土地利用、人口の密集度、市街地の

連続性などによりかなり地域的条件が異なる。首都圏広域とはいえ、東京首都圏のよ

うに間断なく市街地が連続しているわけではなく、農村部が間に入って不連続になっ

ているところもある。また、サン・サルヴァドル市は商業都市であるが、Nejapa市は

大部分が農村であるなど、市によって経済基盤、労働基盤が異なる。

　収集・運搬計画の立案に際しては、各市の地域的条件を考慮して、一体の地域とし

て捉えられる地域、あるいは個別の単位として完結した地域に分けて計画を立案する
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必要があると考えられる。例えば、サン・サルヴァドル市と東側のSoyapango市、南西

側のAntiguo Cuscatlan市は市街地がほぼ連続しており、一体の地域として収集ルー

トを考案することも可能である。一方、Nejapa市は市面積の大部分が農村部であり、

ごみ収集を行っているのは市街地のみである。他の都市との連続性はなく、現在２台

のコンパクターで各１ルートの計２ルートで収集を行っており、この市だけで収集事

業は完結していると考えられる。

　対象14市を人口や街の連続性からある程度類型化してするとすれば、人口規模から

表２－25（次ページ）のような区分が可能である。なお表２－25は、表２－８を人口

の大きい順に並べ替えたうえ、市街地の連続性について記述を加えたものである。

２) 未収集地区への収集サービス拡大

　サン・サルヴァドル市では、人口44万1,308人に対し1998年にMariona旧処分場に搬

入したごみ量は16万3,709トン（注1）であったことから、単純計算で１人あたり１日

1.02キログラムの収集量となる。これには産業廃棄物も含まれていることを考慮しな

ければならないが、それでも収集率はかなり高いと推察される。

　しかし、中流以上の住宅地や市の中心街はきちんと収集されているが、丘の上や河

川沿いなど低所得者層の住宅地域では、道路整備などが遅れており、結果として収集

サービスが行き届いていない状態にある。サン・サルヴァドル市ではこれに対応する

ため小規模収集業者に車両が入れない地域のごみ収集作業を分担させるなどしている

が、サン・サルヴァドル市周縁部では収集サービスが行き渡っていない地域もある。

　また、サン・サルヴァドル市以外の市においても収集サービスの行き渡っていない

地区がかなりみられる。農村部の多い市で、市街地に限って収集するのは費用対効果

や機材の点からはやむを得ない事情もあるが、比較的人口の密集した地域については、

ごみの発生量等を考慮して収集サービス提供を検討する必要があると考えられる。

（注１）ただし1998年2月はトラックスケールの故障により計量していないごみがあることから、これ

を月平均量で補完すると、16万8,700トン程度、単純計算で１人あたり1.05キログラムとな

る。
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３) 収集ルートの効率化

　サン・サルヴァドル市では予定ルートのごみ収集が完了しない内に収集車が満杯に

なり、ごみを路上に積み残す事例が見られた。収集ルートはルート沿いのごみ排出量

を予測し、収集車の容量を考慮して定めるべきであり、収集ルートの見直しによる効

率化が必要であると考えられる。

４) 不法投棄への対応

　河川沿いあるいは河川そのもののなか、あるいは農村部の街道沿いではごみを不法

投棄している場所がかなりある。

　例えばサン・サルヴァドル市San Jacinto地区（市中心部から南西方向約２キロメー

トル）では、収集サービスが行き渡っているにもかかわらず、河川への不法投棄がみ

られる。市民の意識の問題であり、人の不法投棄に付和雷同する姿勢を改善していく

必要がある。

　農村部では街道沿いへの不法投棄がめだつが、収集サービスが提供されていないか

らではなく、車で通りがけに捨てていくのではないかと考えられる。農村部を抱える

市では市街地のみを収集対象地区としている場合が多いが、不定期であっても随時不

法投棄ごみを収集するなどの対応策が必要であると考えられる。

５) 民間業者の参入

　現在サン・サルヴァドル市で収集の一部に小規模収集業者を活用しているほかは、

すべての収集は市の直営事業である。一般論として直営事業のみの場合、他者との競

争がなく、事業のマンネリ化からサービスの低下につながる場合がある。収集事業に

民間業者を導入し、委託することにより、サービスコストの低減とサービスの質向上

が期待される。

サン・サルヴァドル市でも収集の民間委託に興味を示してはいるものの、その委託管

理の経験もなく方法論もあまり理解していないため、民間委託に関する技術移転が必

要であると考えられる。

　その一方で、有能な民間業者が現れることが必要であるが、サン・サルヴァドル市、

Antiguo Cuscatlan市、Nueva San Salvador市にまたがる新興住宅地、Ciudad Merliot

では市の収集サービスが行き渡っていないため、民間業者２社が収集を行っていると

の情報を得ており、民間業者参入の萌芽はあるといえる。

(２) 分別・中継

１) 中継基地での分別の問題点

　MIDESプロジェクトで計画されている中継基地は、収集車のごみを一旦中継基地に集
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めて、Waste Pickerを作業員として有価物の分別作業を行う、むしろ分別施設として

捉えるべき機能をもつ。中継基地で分別を行うということは、排出源での分別収集は

このプロジェクトでは考慮されていないことを意味する。また仮に各市が分別収集を

進めるとすれば、中継基地での有価物回収量が減ることになる。

　このように排出源での分別・リサイクルと中継基地での有価物回収は相反するため、

リサイクル活動として矛盾をきたす。排出源での分別・リサイクルの方がエネルギー

効率等からみても有利である。今後、中期的には、清掃事業全体における中継基地の

位置づけを明確にしていく必要がある。

(３) 最終処分

１) 受入料金の見直しの必要性

　MIDES社の経営するNejapa処分場では現在受入料金として１トン当たり18ドルを徴収

している。MIDES社との間では契約10市がこの料金で年間35万トンを搬入する、35万ト

ンを下回ったとしても35万トン分の料金すなわち年間630万ドルは最低料金として支払

うという契約になっている。Mariona旧処分場を使用していた時は、もっぱらサン・サ

ルヴァドル市が運営していたためサン・サルヴァドル市はその運営コストを負担して

いたが、他の市は処分については無料であった。このため1999年６月のNejapa新処分

場への搬入開始に伴い、計画各市は、別途受入料金にあてる歳入が必要になり、電気

使用量に比例した課金制度を導入したが、各市ともその歳入確保に苦慮している。

　MIDES社の提示した１トン当たり18ドルがジオメンブレンライナーをひいた最終処分

場の運営コストとして妥当であるか検証し、妥当な金額での料金設定を再検討する必

要があると考えられる。

２) MIDES社と契約していない市の対応

　COAMSSに属する14市のうち、いまだMIDES社と契約していない、すなわちNejapa新

処分場にごみを搬入していない市は、Antiguo Cuscatlan、Cuscatancingo、San

Martin、Tonacatepequeの４市である。このうちSan Martinは自市内に投棄場を持っ

ており、Antiguo Cuscatlan、Cuscatancingoの２市もMariona旧処分場の閉鎖に伴い

ここに搬入することとした。ただし、San Martinの投棄場は単に谷にごみを落とし込

むだけのもので、保健省や環境省の認可を受けていない処分場である。また、

Tonacatepequeも自市内に処分場を持っているとのことであるが詳細は不明である。こ

れらの市について、ごみを適正に最終処分するための方策が必要であり、場合によっ

てはNejapa新処分場に入れるべく、MIDES社との契約を進める必要がある。

　また、Mariona旧処分場にはCOAMSS加盟市を含めて22市が投棄していたが、Mariona
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旧処分場の閉鎖後は、どこに投棄しているかわからない（OPAMSS職員談）とのことで

ある。調査団の所見では、依然としてMariona旧処分場に捨てている可能性もあると考

えられるが、これらの市についても適正処分地の確保を検討する必要がある。

　なお、Ma r i o n a旧処分場をかつて利用していてCO A M S Sに加盟していない市は、

Panchimalco、Sacacoyo、Tepecoyo、Colon、El Paisnal、Santiago Texacangos、

San Juan Opico、Quezal Tepeque、Guazapa、Santo Tomas（元世銀の廃棄物専門家

Dr. Sandra Cointreau-LevineのIDBミッションレポートによる）である。これに自

市に投棄場を持つSan MartinとTonacatepequeの2市を除くCOAMSS加盟12を加えて全

部で22市である。

３) Waste Pickerへの対応

　Nejapa新処分場がごみ受入れを開始したことにより、Mariona旧処分場は閉鎖され、

Waste Pickerは生計の礎を失うこととなった。MIDESプロジェクトの本来の計画では

中継基地を新処分場と同時に開設し、その分別作業員としてWaste Pickerを吸収する

予定であったが、中継基地の建設が遅れているため、実行できていない。また、仮に

中継基地が完成したとしても500人いたWaste Picker全員を吸収することは不可能で

あり、何らかの雇用対策を講じる必要がある。Waste Pickerは1999年４月にNejapa新

処分場がごみの受入れを開始した際に、大規模なデモを行い新処分場へ向かう収集車

の走行を妨害するなど、その抗議行動は首都圏で注目された。Waste Pickerのボス的

存在がおり、新聞のインタビューに答えたり、デモを組織しMIDES社に抗議行動を行う

など、清掃事業にかなりの影響を与える存在となっている。

４) Mariona旧処分場の閉鎖

　1999年４月をもってMariona旧処分場は処分場としては閉鎖され、現在は暫定的に

Waste Pickerが有価物を抜き取るための露天中継基地として使用されている。しか

し、もともと22市がごみを搬入していたうち、10市がMIDESのNejapa新処分場へ、２市

がSan Martinへ投棄することになったが、残る10市についてはMariona旧処分場に捨

てているとの疑いがもたれる。これらの市が適正な処分場を確保したうえで、Mariona

処分場を閉鎖し跡地を管理する必要がある。なお、処分場の環境についてはLuterana

大学環境研究センターのレポート（収集資料中にあり）を参照されたい。

(４) 減量化・リサイクルの課題

１) 排出者自身による減量化とリサイクル

　現在は、分別収集を行っている市はない。市中ではアルミくずを買い取っている業

者はあるが、一般市民が通常のごみを捨てる段階でガラスや金属をリサイクルするルー
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トは整っていない。市民が古新聞を持ち込むと買い取ってくれる業者はあるが、規模

は小さい。市民のごみ排出に関する意識は低く、次節で述べるように、リサイクルの

受け皿が成熟していないため、リサイクルはすすんでいない。市民が簡単にアクセス

できるリサイクルルートが整備されていないのが現状である。

２) 再資源化物市場の需要を踏まえたリサイクル推進策の策定

　上述のように古新聞、アルミについてはリサイクルの受け皿となる企業が存在する

が、その規模は小さい。また、廃タイヤ、段ボール、布を扱う屑屋のような場所を調

査団が車中から目撃しているが、詳細な調査を行っていない。サン・サルヴァドル市

担当者によれば、Waste Pickerから買い取る業者としてアルミ、ブロンズ、銅、ス

ズ、新聞紙、段ボール、プラスチックなどを扱う業者があるとのことであるが、これ

ら再資源化物の市場はいまだ地位細工、不安定であると推察される。リサイクルを推

進する際には、再資源化物市場の需要、受け皿企業、仲買企業の現状を踏まえてリサ

イクル品目を選定し、再資源化物の流通ルートを想定したうえで、OPAMSSあるいは市

としての適切なリサイクル推進策を提示していく必要があると考えられる。

３) コンポスト化の可能性

　サン・サルヴァドル市が市場ごみを原料にコンポストを製造している。また、

Ilopango市でもNGOがやはり市場ごみを原料にコンポスト製造に取り組んでいる。一般

論として、コンポスト製造の問題点は、｢需要と供給のバランスを保つことが困難（販

路の確保や適正価格の設定は容易で、｢ごみを原料とするコンポストは不純物が含まれ

がちであり、需要側の要求する質を確保するのが困難」の主に２点に集約される。

　MIDESプロジェクトでもコンポスト製造をプロジェクトコンポーネントの一つに挙げ

ているが、前述の問題が本当に解決できるかどうかは疑問であり、コンポスト化は慎

重に検討する必要があると考えられる。

(５) 市民啓発・環境教育

１) 不法投棄・散乱防止

　サン・サルヴァドル市では数々のキャンペーンを行っているが、依然として河川や

道路沿いへのごみの不法投棄があとをたたない。また、首都圏全般にあてはまること

であるが、コンテナーやデポにごみを捨てに来た場合に、遠くから放り投げるためき

ちんとコンテナー内に入らず周辺に散乱する、また散乱しているので遠くから放り投

げるという悪循環に陥っている。この背景には「コンテナー周辺はすでに汚いので汚

してもかまわない｣、という意識がある。

　市民の不法投棄、散乱に関する解決意識を高めるような啓発活動、環境教育が必要
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であると考えられる。

２) リサイクル

　市民をリサイクルに参加させるためにはまず、リサイクルの意義を理解してもらう

ことと、リサイクルルートに簡単にアクセスできる方法を確立することである。現在

はどちらもできていないが、家庭で一般的に出る飲料缶、飲料びんなどを手始めにリ

サイクルの仕組、意義を説明する必要があると考えられる。

２－２－２－２－２－1212121212　　　　　他ドナーの動向他ドナーの動向他ドナーの動向他ドナーの動向他ドナーの動向

(１) 米州開発銀行（IDB：Inter American Development Bank(英), BID:Banco

Interamricano de Desarrollo(西)）

　IDBは廃棄物に関する技術協力プロジェクトとして、1999年に次の２件を準備中であ

る。

１) Technical Assistance for the Solid Waste Management for the Municipality

of San Salvador

　Nejapa新処分場へのごみ搬入に関する首都圏10市とMIDES社との契約内容の見直し

と、収集ルートの適正化（Optimization of recollection network）について、サ

ン・サルヴァドル市から要請があがってきており、技術協力を準備中である。世銀の

廃棄物専門家Dr. Sandra Cointreau-Levuineが1998年1月に問題を指摘し、1999年２

月にも同国を訪れて、TORの修正など準備を進めていたが、1999年６月にJICAとIDBが

協議した結果、収集ルートの適正化は、JICAが本件「首都圏広域廃棄物管理計画」に

おいて収集計画を提案することとなった。MIDES社との契約内容見直しについては、引

き続きIDBプロジェクトとして実施される予定である。

２) Desconatminación de Areas Criticas

　この他に、廃棄物関連の技術協力として、市の廃棄物関連の行政能力向上を進めて

いる。対象都市は、東部３都市San Miguel、Santa Rosa de Lima、La union、西部

２都市Sonsonate、Santa Anaで、収集の民営化、処分場運営に対する管理能力の向上

を目的とする技術協力である。C/PはISDEM、ANDA (Administracion de Acueductos

y Alcantarillado)、保健省である。

３) 廃棄物関連の政令のドラフト作成に対する技術協力

　廃棄物の管理面で環境法を補完するため、環境省をC/Pとして、都市廃棄物及び有害

廃棄物に関する２つの政令のドラフト作成を支援した。このうち、都市廃棄物に関す

る政令は1999年夏に国会を通過した。

－Regulamento Especial del Manejo de Desechos Solidos Municipales
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－Regulamento Especial en Materia de Sustancias Residuos y Desechos

Peligorosos

(２) PAHO: Pan American Health Organization, OPAS: Organizacion Pan Americana

de la Salud

　1996年から保健省を中心に環境省、サン・サルヴァドル市清掃局、ISDEMの参加を得て

調査を行い、1998年８月、Analisis Sectoral de Residuos Solidos en El Salva-

dor, 1998というセクター分析レポートを発表した。本書はエル・サルヴァドル国全体を

対象とし、廃棄物の発生・排出の現状、法制度、技術面・環境面・公衆衛生面・社会面

からの評価をまとめ、プロジェクトの提案とその概要説明を行っている。エル・サルヴァ

ドルの廃棄物セクターの現状を知るうえで非常に有用なレポートである。

(３) USAID

　環境法に基づき、環境省、保健省が中心となり進めている全国環境監視システムの整

備を支援している。また、ISDEMが進めている市の財政運営・管理システムの整備も支援

している（出典：Analisis Sectoral de Residuos Solidos en El Salvador, 1998、

保健省、環境省他)。

(４) GTZ

　前記のUSAIDと同様、全国環境監視システム及び市の財政運営・管理システムの整備支

援に参加している（出典：Analisis Sectoral de Residuos Solidos en El Salva-

dor, 1998、保健省、環境省他)。
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第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言

３－１　調査の基本方針３－１　調査の基本方針３－１　調査の基本方針３－１　調査の基本方針３－１　調査の基本方針

３－１－１　調査の目的

　調査の目的は、以下のとおり。

(１) 2010年を目標年次とし、AMSSを対象とする広域廃棄物管理のためのM/Pを策定するこ

と

(２) C/Pに対して技術移転を行うこと

　なお、当初要請の中で目的の１つとして挙げられていた、｢優先プロジェクトにつき

F/Sを実施すること」については含めないこととした。その理由は、事前調査時に、中継

基地の建設がMIDES社によって行われることを確認したため、本格調査の中でF/Sとして

実施する優先プロジェクトはないと判断したためである。

　しかしながら、廃棄物収集計画については、詳細かつ具体的な計画を作成することと

する（M/M2.参照)。

３－１－２　調査の重点項目

　本格調査の実施に際しては、次の４点を重点項目とする。

(１) 収集ルートの改善

　最終処分場、中継基地はMIDESプロジェクトによってカバーされる予定であり、残され

た課題の１つは、収集の改善といえる。現行の収集事業は、各市の直営により実施され

ているが、合理的な収集ルートが選定されていない、未収集地域が存在しているなど、

改善の余地が多くある。

　今後、現行の収集ルートの改善により収集効率を高めることで、未収集地域へのサー

ビスの拡張も含めた収集率の向上を図る必要がある。

(２) 収集事業の外部委託の検討

　直営で収集事業を実施する場合、１つの事業体となり、効率的な事業実施が阻害され

がちである。サン・サルヴァドル市清掃局においても余剰人員（清掃局職員全349人中、

収集員・運転手268人、臨時雇用59人、事務員22人）を抱え、収集員のストライキも頻繁

に起きるなど、非効率な収集事業が実施されている。

　したがって、サン・サルヴァドル市を中心とする首都圏において、収集事業の民間委

託を進め、民間収集業者の競争により事業効率を上げることが考えられる。「エ」国側
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もこの考えに同意している。しかしながら、その一方で、清掃局の労働組合が強いこと

など、民間委託を進めるうえで阻害要因もあるため、この点に配慮し、相手国関係者と

の協議を十分に行いながら計画策定を行う必要がある。

　また、本計画は、収集事業の入札から契約までと、契約締結後の業務履行状況の管理

監督に係る具体的実行計画を含むことを想定する。

(３) 最終処分、中継基地の運営に係る管理・監督体制の強化

　最終処分、中継基地を含む首都圏10市とMIDES社との契約については、現在契約変更に

係る交渉がIDBの支援を受けて進行中である。

　これに関し、中継、最終処分事業を行う民間企業の事業実施状況につき管理・監督を

継続的に行っていく必要がある。しかしながら、担当機関であるOPAMSSには、そのため

の組織／制度／人材が整っていないため、早急にれらの強化計画を作成する必要がある。

　また、予備調査時に、最終処分場の環境への配慮が一見かなり高いレベルで行われて

いるようだが、実際には「遮水シートの穴がふさがれないまま放置してある箇所が複数

ある」など、必ずしも適切に運営されていないことが判明している。現時点においても、

最終処分場を運営する民間企業に対する管理・監督体制は不充分であり行政の管理・監

督機能を高めることが重要である。

(４) 広域廃棄物管理に係るシステムづくり

　予備調査で、各市の人口規模、土地利用の概況、財政事情等から、首都圏では廃棄物

管理を広域的に行っていく必要があることを確認した。

　今回、収集事業の外部委託へ向けた検討を本格調査の重点項目の１つとして実施する

ことになったため、次のような意義も出てきた。すなわち、民間業者の積極的参入や競

争は見込むためには、ある程度以上の市場規模を確保する必要がある。広域管理体制の

基においては、各市の行政界の制約を受けることなく市場規模を確保できるため、結果

的に民間業者の活用が促進されることになる。

　これに関し、具体的に想定されるのは、OPAMSS内に広域廃棄物管理を担当する部署を

新たに設置する計画（仮の案)、収集事業の広域対応／外部委託に伴う現行ごみ料金体系

の見直し計画、広域管理に対応するための各市における条例の制定や清掃局の組織改変

計画などである。
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３－２　本格調査の範囲等３－２　本格調査の範囲等３－２　本格調査の範囲等３－２　本格調査の範囲等３－２　本格調査の範囲等

３－２－１　調査対象地域について

　AMSSのCOAMSSに属する14市（San Salvador、Mejicanos、Ciudad Delgado、Soyapango、San

Marcos、San Martín、Apopa、 Ayutuxtepeque、Nejapa、Nueva San Salvador、Antiguo Cuscatlan、

Cuscatancingo、Ilopango、Tonacatepeque）を調査対象地域とする。

３－２－２　調査対象廃棄物

　調査対象廃棄物は「家庭廃棄物、商業廃棄物、施設廃棄物、道路清掃ごみ、医療廃棄物」と

する。

　｢エ」国側からは、産業廃棄物についても対象とするよう強い要望があったが、事前調査団

は、これに対し調査に必要な投入量等を勘案すると本件調査に含めるのは困難な旨説明し、

｢エ」国側の了解を得た（M/M3.参照)。

３－２－３　パイロットプロジェクト

　パイロットプロジェクトの候補として、｢エ」国側より４案が提案された（M/M4.参照)。

　その４案につき、それぞれの本格調査における位置づけの方針は、次のとおり。

(１) 発生源における分別とそれに係る収集実験

　まずは、リサイクル市場調査を実施し、市場が現在どの程度あり、また今後どのよう

に拡大するかを検討する。その結果や先方の意向を踏まえて、AMSSとして、ごみの分別

をどの程度取り入れていくのかにつき、基本方針を決定する。

　その基本方針が、｢分別収集に積極的に取り組む」というものであれば、その手法につ

き、パイロットプロジェクトを実施して検証を行うことに意義はある。しかし、同方針

が、｢当面は分別収集を行わない」というものとなれば、本件をパイロットプロジェクト

として実施することには、あまり意義がなくなるため、実施しない。

(２) 道路清掃キャンペーン（環境意識向上キャンペーン）

　住民参加による道路清掃キャンペーンは、住民の環境に対する意識を高めるという効

果をもつ。特に１人当たりGDPが2,000ドルを超えつつあり、大量消費社会への道を進み

続けるAMSSにおいて、今のうちから環境教育に力点を置くことは大いに意義がある。

　したがって、住民の環境意識を高めるための具体的手法のあり方を検討するため、道

路清掃キャンペーンをパイロットプロジェクトとして実施する。

　なお、これまでにも、AMSSにおいて、部分的に環境意識向上キャンペーン（ポスター、

看板による啓蒙広告の設置等）が実施されているため、これらより得られる知見も十分
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に参考にする。

(３) 低所得者居住地区におけるごみ収集実験

　低所得者居住地区における収集をどのように実施していくかは、AMSSの廃棄物管理を

考えるうえで、必須の検討項目である。

　従って、低所得者居住地区における具体的収集方法につき検証するため、住民や小規

模収集業者の参加を得てごみ収集に係るパイロットプロジェクトを実施する。

(４) 広域廃棄物管理を所管する事務局（OPAMSS内）の設置

　清掃事業の効率的/計画的実施の観点から、首都圏の広域廃棄物管理を担当する事務局

を設置する必要がある（現在、首都圏の広域廃棄物管理を所管する具体的な部署はない。

詳細は、２－２－２参照)。 OPAMSSからも、事前調査団に対し「OPAMSSとしても、同事

務局を是非とも自組織内に設置したい」との積極的な意志表明があった。

　ただし、事務局の設置計画すなわち、事務局に課す具体的な業務及びその権限範囲等

の計画を作成した後でないと、そのなかに検証すべき事項があるかどうかが不明である。

したがって、事務局の設置をパイロットプロジェクトとして実施することについては、

今後の本格調査のなかで、事務局の設置計画の概要が決まった時点で判断する。

３－２－４　医療廃棄物の管理

　医療廃棄物の管理については、本格調査のなかで「発生源/量の把握と、その結果に基づく

今後の管理体制への提言」を行う。

３－３　調査項目及び内容３－３　調査項目及び内容３－３　調査項目及び内容３－３　調査項目及び内容３－３　調査項目及び内容

①既存資料の収集・分析（a.PAHOセクター分析等、b.自然条件、c.社会経済条件、d.都市計

画・土地利用計画、e.廃棄物関連法規・組織・制度、f.環境管理法規・組織・制度、g.他の

援助機関の動向等）　

②現状調査（a.固形廃棄物処理・処分状況、b.機材維持管理状況、c.分別・リサイクル状況、

d.環境汚染状況、e.住民衛生状況、f.組織制度、g.財政、h.社会面、i.その他）　

③実査（a.ごみ量・ごみ質調査 、b.タイムアンドモーション調査 、c.住民/事業者意識調査、

d.リサイクル市場調査）　

④パイロットプロジェクトの実施

⑤現状及びパイロットプロジェクトの評価と課題の抽出　

⑥計画フレーム及び基本方針の策定（a.基本方針、b.計画目標、c.計画諸元）
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ク．エアコン　　１機

(２) 当事業団が別途購入し、コンサルタントに貸与する機材　　特になし。
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